
接続ルールと当社の取り組み
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Ⅰ 接続ルール（電気通信事業法）の概要

電気通信事業者が守るべきルールである電気通信事業法、事業法施行規則について相互接続に関する部分をまとめており、特に

重要な部分については原文を抜粋して記載しています。また、接続約款の記載内容をご紹介するために目次の一覧を掲載していま

す。

電気通信事業者の接続の義務（事業法第３２条）

網機能提供計画(事業法第３６条)

接続約款の作成
・認可 (事業法第３３条第２項)
・届出 (事業法第３３条第７項)
・公表 (事業法第３３条第１１項)
※認可の基準 (事業法第３３条第４項)

接続会計の整理・公表（事業法第３３条第１３項）

相互接続協定の締結（事業法第３３条第９～１０項）

非指定電気通信設備
との接続

事業者間協議

相互接続協定の締結
（事業者間で自主的に締結）

※第一種指定電気通信設備の基準（事業法第３３条第１項）

Ⅴ

Ⅳ

第一種指定電気通信設備との接続
Ⅱ

Ⅲ
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Ⅰ－1 接続の基本的ルールの法制化

現在の相互接続に関するルールについては、「接続の基本ルール」の法制化（1997年11月施行）及びその後の「接続の基本ルー

ルの見直し」の法制化（2001年11月施行）等に基づき形成されてきたものです。

●電気通信事業者の相互接続義務

●接続条件の約款化（料金表含む）

●接続約款案の公表と意見招請※

●接続約款の公表義務

●接続約款に基づいて相互接続協定を締結

●接続会計規則の制定※

●接続会計報告書の作成・公表

●接続料規則の制定※

●接続料規則に則った接続料金の算定

●網機能提供計画の届出及び公開

（注1）下線は第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者に関して適用される特別なルール

（注2）※は総務省実施
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Ⅱ 接続の義務と第一種指定電気通信設備の範囲

●全ての電気通信事業者にその設置する電気通信回線設備との接続
の義務をルール化

〈接続を拒否し得る正当な理由〉
（1）電気通信役務の円滑な提供に支障が生ずるおそれがあるとき
（2）自社の利益を不当に害するおそれがあるとき
（3）その他総務省令で定める正当な理由があるとき

●指定の目的
他の電気通信事業者の電気通信設備との接続による利用者の利便
の向上及び電気通信の総合的かつ合理的な発達

●指定の単位
電気通信役務の利用状況及び都道府県の区域を勘案して総務省令
で定める区域

●指定の範囲
総務省令で定める割合を超える加入者回線及びこれと一体として
設置する設備で総務省令で定めるものの総体

（1）他事業者が接続に関し負担すべき金額の支払いを怠り、又は怠
るおそれがあること

（2）接続に応ずるための設備の設置又は改修が技術的又は経済的に
著しく困難であること

告示 ※平成13年11月30日（総務省告示第723号）
当該事業者への通知

業務区域

固定端末系伝送路設備について、２分の１

（1）交換等設備
（2）伝送路設備
（3）情報の管理、役務の制御及び端末の認証等を行うための設備
（4）前３号の他、交換等設備、伝送路設備又は端末設備であって、

接続が利用者の利便向上及び電気通信の総合的かつ合理的発達
に不可欠なもの

接続の義務（第32条） 接続の請求を拒める正当な理由（第23条）

第一種指定電気通信設備の指定（第33条第1項） 方法（第23条の2第1項）

単位（第23条の2第2項）

割合（第23条の2第3項）

第一種指定電気通信設備の範囲（第23条の2第4項）

電気通信事業法 事業法施行規則
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Ⅲ 接続条件の約款化（接続約款の作成・公表）

第一種指定電気通信設備との相互接続に関する条件を明らかにした接続約款を作成しています。また接続に関する料金や接続条件

の作成・変更に際しては、総務大臣への認可申請後、情報通信行政・郵政行政審議会を通じて広く意見を求める手続きを経ることと

されており、公正性・透明性が確保されています。

●協議が調わないときのあっせん又は仲裁による

解決方法

●接続の手続き及び算定根拠に関する情報の提供

【その他接続に関して必要な事項】

●接続の申し入れ手順等手続的な事項

●経過措置に係る事項

接続約款の主な内容

【法令に規定された事項】

●標準的な接続箇所における技術的条件

●機能ごとの接続料

●事業者間の責任に関する事項

●電気通信役務に関する料金を定める電気通信事

業者の別

●接続協定の締結及び解除の手続き

●コロケーションに係る事項

●接続までの標準的な期間

●利用者に対して負うべき責任に関する事項

●重要通信の取扱方法
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Ⅲ-1 接続約款の実施手続き

接続に関する料金や接続条件の作成・変更は、情報通信行政・郵政行政審議会を通じて広く意見を求め議論をするオープンな手続

で実施され、透明性が確保されています。

新接続約款の実施

意見等

料金・接続条件等の作成・変更

認可申請 審議会諮問 接続約款案等公表

答申

新接続約款の公表

総務省令の制定、第一種指定電気通信設備の指定、相互接続協定の認可等も総務省に
おいて同様の手続を経て実施されます

届出
（
軽
微
な
事
項
）

意見招請

再意見招請

意見公表
（
再
申
請
）

当 社 総務大臣 情報通信行政
・郵政行政審議会

事業者等
（当社を含む）

再意見公表

総務大臣

認可

不認可
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Ⅳ 接続会計

接続会計は、当社の第一種指定電気通信設備の管理運営及びその接続、提供を行う部門（第一種指定電気通信設備管理部門）と、

第一種指定電気通信設備を接続料金（アクセスチャージ）ベースで利用してユーザサービスを提供する部門（第一種指定電気通信

設備利用部門）とに区分してそれぞれの収支状況等を明確化するとともに、アンバンドルされた接続料の算定に必要な基礎データ

を提供するため、第一種指定電気通信設備をそのまま階梯または用途に応じて細分化した設備区分単位のコスト把握を行うことと

した会計制度です。

お 客 様

ユーザ
料金

ユーザ
料金 サービス

提供

サービス
提供

他事業者様

相互接続
（設備提供等）

設備提供等
社内取引

（接続料金ベース）

第一種指定電気通信設備利用部門
（営業部門等）

第一種指定電気通信設備管理部門
（相互接続部門、設備部門等）

接続条件は同一接続料金

当 社
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Ⅴ 網機能提供計画

・届出対象
第一種指定電気通信設備の機能（総務省令で定める
ものを除く）の変更又は追加の計画

・届出時期
当該工事の開始の日の総務省令で定める日数前まで
に総務大臣へ届出

・届出項目
総務省令に定めるところによる

網機能提供計画の届出（第３６条第１項） 届出を要しない網機能（第２４条の５）

届出項目・様式（第２４条）

１ プログラム又はデータを書き換える機能

２ トラヒック測定機能

３ 課金機能、料金計算機能（事業者間精算機能を除く）

４ 監視機能、制御機能（他事業者に影響を及ぼさないもの）

５ 公衆電話の料金を即時に収納するための機能

６ 指定電気通信設備を設置する事業者の特定の業務の部門のみに接続する機能（１１３等）

７ 利用者が端末から利用条件を設定、変更するための機能（カスタマコントロール機能）

８ 番号案内機能（他事業者との接続機能を除く）

機能の内容、提供条件、インタフェース、費用負担の有無及びその概算、提供予定時期等を所定の様式に記載

（電気通信事業法施行規則）（電気通信事業法）

原則

例外

・届出た計画の変更の届出、

他事業者様要望の機能の届出など

・勧告に基づく計画の変更の届出

・円滑な接続に支障が生ずることを 総務大臣が別に定める２００日以内の日数

防止するためにやむを得ないと

総務大臣が認める場合

届出時期（第２４条の２） 工事の開始の日の変更手続き(第２４条の２)

インターネット公表後３０日間の意見受付期間内に、他

事業者様より要望・意見がない場合又はその他総務省の

承認を得た場合は、工事の開始日の変更（前倒し）をす

る場合がある。

９０日前

４０日前

７日前
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Ⅴ－1 網機能提供計画の届出・公表

当社では、従来より相互接続条件に影響を及ぼす可能性があると想定される網機能の追加・変更にあたっては「網機能公示」を

自主的に実施し、サービス開発に関する事業者間での公平性の確保に努めてまいりましたが、接続ルールでは指定電気通信設備の

機能の変更・追加の計画について、原則「網機能提供計画」として総務大臣へ届出、公表することが義務付けられています。

（２０１９年３月省令改正を反映しております）

網機能提供計画の届出及び公表（インターネット）・意見受付

10営業日以内
30日
以上

当該計画に関する説明会

工事開始期間を短縮す
る場合の工事開始日

①意見が無い場合
又は

総務省が認める場合

②届け出た計画内容を
を変更する場合

③円滑な接続に支障
がある場合

意見受付結果の報告

5営業日以内

工事開始日（網機能開発着手）

工事開始日（網機能開発着手）延期

（届出から）
200日以内

10営業日以上

7営業日以上

90日※1

以上

総務大臣が通知
する日数後ろ倒し

※1 他事業者様要望で当該事業者様のみ費用負担される場合は「40日」 ※2 他事業者様要望で当該事業者様のみ費用負担される場合は「7営業日」

計画変更届出・公表（インターネット）・意見受付

左記の①～③
に該当しない場合

30日※2

以上

意見受付結果の報告

当該計画に関する説明会

計画変更届出・公表（インターネット）

40日
以上

7日以内

40日
以上

過去の届出内容は右記URLよりご参照いただけます。https://www.ntt-east.co.jp/info-st/netplan/netoffer/
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Ⅴ－2 公表期間短縮（工事の開始の日の変更）

工事開始の90日前に網機能提供計画の届出が原則として義務付けられていますが、新サービスの早期提供の観点から、届け出た

計画の公表（インターネット）後30日以上の意見受付期間内に他事業者様よりご要望・ご意見がない場合又は円滑な接続に支障の

防止のため総務省が認めた場合は、工事の開始日の変更前倒しをおこなう場合があります。

説明会通知
10営業日
以内

HP掲載、周知等

変更した工事開始日（網機能開発着手）

期間短縮（着手日前倒し）

意
見
・
要
望
が
な
い
場
合

又
は
総
務
省
が
認
め
た
場
合
は
期
間
短
縮

当該計画に関する説明会
意見受付期間
30日以上

原則90日
以上前

工事開始日（網機能開発着手）

網機能提供計画の届出（当社自己利用／共同利用）及び公表（インターネット）・意見受付

原則40日
以上

意見受付結果の報告



（参考）網機能公示の実施

・1995年度第3四半期以降に開発着手する網機能及び開発着手済みの網機能（全18項目）
第1回 平成7年6月29日

・オープンコンピュータネットワークの網機能（専用線ＵＮＩ相当）

・市内交換機接続インタフェース機能［対応信号用（一般接続）］
第2回 平成7年12月26日

・オープンコンピュータネットワークの網機能（高速データ伝送）

・加入者回線接続インタフェース機能［加入電話サービス用］
第3回 平成8年3月26日

・市内交換機接続インタフェース機能［準対応信号網構成用（一般接続）］

・信号網接続インタフェース機能［回線非対応信号用（共通部）］
第4回 平成8年6月26日

・ＡＴＭ専用サービス接続インタフェース機能
第5回 平成8年11月25日

・接続先指示機能
第6回 平成9年3月28日

・信号網接続インタフェース機能［回線非対応信号用（市内交換機機能）］
第7回 平成9年7月3日

・市外交換機接続インタフェース機能［第二種事業者用］

・ディジタルアクセス1500サービス接続インタフェース機能
第8回 平成9年9月25日

・帯域共用型ＡＴＭインタフェース機能第9回 平成9年12月18日

平成7年6月より網機能公示を着実に実施し、同時に他事業者様向けの説明会を開催してきました。

13


